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１．概要
 海洋科学技術センター（理事⻑ 平野拓也）及び東京⼤学地震研究所（所⻑ ⼭下輝夫）は、
全国の⼤学（注１）や気象庁と協⼒し、東海沖から中部⽇本を横断して⽇本海沿岸まで、海陸を
統合した⼤規模な深部構造探査を実施する。
 今回の構造探査は、約360台の陸上地震計及び約70台の海底地震計を⽤い、陸海にわたって総
測線⻑480kmもの⼤規模かつ⾼密度なもの（図１）。これは国内で過去最⼤、世界的にも例が
少ない。
 これによって、最近、中央防災会議によって⾒直しが⾏われた東海地震の想定震源域を含む深
さ30〜50kmまでの詳細なプレート構造を初めて得ることができ（参考１）、東海地震の発⽣メ
カニズムの解明など地震調査研究の推進に⼤いに寄与するものである。

２．観測体制
 構造探査は、海洋科学技術センター固体地球統合フロンティア研究システムプレート挙動解析
研究領域（⾦⽥ 義⾏ 領域⻑）及び東京⼤学地震研究所（岩崎 貴哉 教授）が中⼼となって実
施する。このうち陸域の構造探査については、地震研究所の共同利⽤研究所の機能を活⽤して、
全国の⼤学（注１）の協⼒を得て実施する。また、海域については主として海洋科学技術センタ
ーが担当する。

３．観測内容
3.1 海陸統合⼤深度構造探査（図１）
 深さ40〜50kmまでのプレート沈み込みの詳細なイメージを得るため、かつてない約360台
（予定）もの多数の陸上地震計を静岡県から⽯川県にかけて約500m〜１km間隔で設置する。
また、海域部では、海洋科学技術センターの海洋調査船「かいよう」（2,893総トン）により東
海沖に約70台の海底地震計を約３km間隔で設置する。
 この測線上で、陸域部ではTNT⽕薬（500ｋｇ︓５地点）による発破を実施し、海域部では
「かいよう」の⼤容量 エアガン（約200リットル、140気圧）を⽤いた⾳波（エアガン波形）を
海底に向けて発する。
 この発破による地震波及びエアガンから発せられた⾳波が地殻内部で反射・屈折したものを上
述の陸上地震計及び海底地震計により観測する。

3.2 ⽇仏共同構造探査
  東海沖には、巨⼤地震の震源過程に影響を及ぼす可能性のある古銭洲海嶺が沈み込んでいる
と考えられている。このような不整形構造をさらに詳細に把握するため、昨年度の事前調査の結
果 を踏まえて、「かいよう」により海底地震計約100台（約１km間隔）を⽤いた構造探査を実
施する。これは海洋科学技術センター、東京⼤学海洋研究所及び仏海洋研究所（IFREMER）に
よる⽇仏共同研究として実施する。

3.3 陸域精密地殻構造探査
 東京⼤学地震研究所は，陸域における精密な構造探査を実施するとともに、今回の測線の⼀部
において地震計の稠密展開（約50m間隔）による⾼精度な活断層構造のイメージング（画像化
による解析）も⾏う。

https://www.jamstec.go.jp/j/about/press_release/archive/2001/20010725/sanko.pdf


４．観測スケジュール
平成13年7⽉27⽇︓「かいよう」（第1航海）横須賀新港を出航（〜8⽉17⽇）。⽇仏共同構造
探査を実施。
     8⽉20⽇︓「かいよう」（第2航海）横須賀新港を出航（〜9⽉6⽇）。海陸統合構造探
査を実施。
     8⽉25⽇〜26⽇未明︓陸上発破作業の実施

５．解析
 今回の構造探査データを⽤いて，東海・中部地⽅に沈み込むプレート境界⾯深部までの物性や
⼒学的特性，島弧 側地殻の不均質構造等に関する解析を⾏う。これは，プレート沈み込みの伴
う様々な時間スケールのダイナミクス（例えば⽇本列島の形成史など固体地球の⼤規模な変動）
の理解に⼤きく貢献するものである．
 さらに，得られた解析結果は，IFREEが開発を進めている地殻活動のシミュレーションの元と
なる物性情報に反映させる．これによって、海溝域で起こる巨⼤地震のメカニズム解明と今後の
地震発⽣の⻑期予測モデルの構築に、⼀歩近づくことが出来ると期待される．

６．これまでの成果
 固体地球統合フロンティア研究システム（平成12年度末までは海底下深部構造フロンティ
ア）では、平成８年度後半から、海溝域で発⽣する地震研究を進めており、陸域と海域にわたる
構造探査は、今回より⼩規模であるが、これまで平成11年6⽉に四国において初めて実施し（総
測線⻑355km、陸上地震計93台、海底地震計98台。参考２）、12年7⽉に北海道東⽅域で実施
している（総測線⻑440km、陸上地震計74台、海底地震計45台。）。
 前者の構造探査では、過去の南海地震の際に発⽣したと考えられる地震断層（参考３）、及
び、1946年南海地震の発⽣・破壊過程に関係すると考えられている海⼭の沈み込み構造（参考
４）を発⾒している。
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【観測体制】

■代表機関

・海洋科学技術センター固体地球統合フロンティア研究システムプレート挙動解析研究領域（⾦
⽥ 義⾏ 領域⻑）
・東京⼤学地震研究所（岩崎 貴哉 教授）

■陸域の構造探査における協⼒機関

・気象庁      （濱⽥ 信⽣ 地震予知情報課⻑ほか）
・神奈川県温泉地学研究所（棚⽥ 収）



・北海道⼤学理学部 （森⾕ 武男 助教授ほか）
・⼭形⼤学理学部  （⻑⾕⾒晶⼦ 教授ほか）
・茨城⼤学理学部  （宮下 芳助 教授ほか）
・極地研究所    （⾦尾 政紀 助⼿ほか）
・東海⼤学海洋学部 （⾺場 久紀 助教授ほか）
・名古屋⼤学理学部 （⼭岡 耕春 助教授ほか）
・岐⾩⼤学教育学部 （佐々⽊嘉三 教授）
・京都⼤学防災研究所（伊藤  潔 助教授ほか）
・九州⼤学理学部  （鈴⽊ 貞⾂ 教授ほか）
・⿅児島⼤学理学部 （宮町 広樹 助教授ほか）

【付属資料】

図１ ︓東海沖中部⽇本海陸域統合深部構造探査
参考１︓今回の探査のねらい
参考２︓1999 年海陸統合地震探査
参考３︓東南海地震の際に発⽣したと考えられる地震断層
参考４︓沈み込む海⼭の発⾒、1946年南海道地震破壊過程と沈み込んだ海⼭の関係
参考５︓東北⽇本で実施された深部構造探査結果
参考６︓⽤語解説
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